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結城市個人情報保護条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

 

 新旧対照条文（傍線の部分は改正部分） 

改  正  案 現     行 

目次 目次 

 第１章 略  第１章 略 

 第２章 実施機関における個人情報の取扱い（第３条～第１０条の 

     ２） 

 第２章 実施機関における個人情報の取扱い（第３条～第１０条   

       ） 

 第３章から第６章まで 略  第３章から第６章まで 略 

 付則  付則 

   第１章 総則    第１章 総則 

第１条及び第２条 略 第１条及び第２条 略 

第２章 実施機関における個人情報の取扱い 第２章 実施機関における個人情報の取扱い 

第３条 略 第３条 略 

 （利用目的の明示）  （利用目的の明示） 

第４条 実施機関は，本人から直接書面（電子的方式，電磁的方式 

 その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られ 

 る記録（第２３条及び第５２条において「電磁的記録」という。） 

 を含む。）に記録された当該本人の個人情報を取得するときは， 

 次に掲げる場合を除き，あらかじめ，本人に対し，その利用目的 

 を明示しなければならない。 

第４条 実施機関は，本人から直接書面（電子的方式，電磁的方式 

 その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られ 

 る記録（第２３条及び第５２条において「電磁的記録」という。） 

 を含む。）に記録された当該本人の個人情報を取得するときは， 

 次に掲げる場合を除き，あらかじめ，本人に対し，その利用目的 

 を明示しなければならない。 
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（１）～（２） 略 （１）～（２） 略 

（３）利用目的を本人に明示することにより，市の機関，国，独立 

  行政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関す 

  る法律（平成１５年法律第５９号                           

                      ）第２条第１項に規定する独立行政法人 

  等をいう。以下同じ。），他の地方公共団体又は地方独立行政 

  法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２ 

  条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）が 

  行う事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると 

  き。 

（３）利用目的を本人に明示することにより，市の機関，国，独立 

  行政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関す 

  る法律（平成１５年法律第５９号。以下「独立行政法人等個人 

  情報保護法」という。）第２条第１項に規定する独立行政法人 

  等をいう。以下同じ。），他の地方公共団体又は地方独立行政 

  法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２ 

  条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）が 

  行う事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると 

  き。 

（４） 略 （４） 略 

第５条 略 第５条 略 

 （安全確保の措置）  （安全確保の措置） 

第６条第１項 略 第６条第１項 略 

２ 実施機関は，保有個人情報の記録の保管が必要でなくなったと 

 きは，速やかに廃棄又は消去をしなければならない。ただし，歴 

 史的な資料として保存する必要があると認められる保有個人情報 

 については，この限りでない。 

２ 前項の規定は，実施機関から個人情報の取扱いの委託を受けた 

 者が受託した業務を行う場合について準用する。 

 （従事者の義務）  （従事者の義務） 

第７条 個人情報の取扱いに従事する実施機関の職員又は職員であ 

 った者                                                     

               は，その業務に関して知り得た個人情報の内容を 

 みだりに他人に知らせ，又は不当な目的に利用してはならない。 

第７条 個人情報の取扱いに従事する実施機関の職員若しくは職員 

 であった者又は前条第２項の受託業務に従事している者若しくは 

 従事していた者は，その業務に関して知り得た個人情報の内容を 

 みだりに他人に知らせ，又は不当な目的に利用してはならない。 



 3 / 6 

 （保有特定個人情報以外の保有個人情報の利用及び提供の制限）  （保有特定個人情報以外の保有個人情報の利用及び提供の制限） 

第８条第１項 略 第８条第１項 略 

２ 前項の規定にかかわらず，実施機関は，次の各号のいずれかに 

 該当すると認めるときは，利用目的以外の目的のために保有個人 

 情報を自ら利用し，又は提供することができる。ただし，保有個 

 人情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し，又は提供する 

 ことによって，本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそ 

 れがあると認められるときは，この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず，実施機関は，次の各号のいずれかに 

 該当すると認めるときは，利用目的以外の目的のために保有個人 

 情報を自ら利用し，又は提供することができる。ただし，保有個 

 人情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し，又は提供する 

 ことによって，本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそ 

 れがあると認められるときは，この限りでない。 

（１） 略 （１） 略 

（２）出版，報道等により既に公にされているとき。 （２）出版，報道等により既に公にされているとき。 

（３）人の生命，身体及び財産を保護するため，緊急に必要がある 

  とき。 

（３）人の生命，身体及び財産を保護するため，緊急に必要がある 

  とき。 

（４） 略 （２） 略 

（５） 略 （３） 略 

（６）前各号に掲げる場合のほか，専ら統計の作成又は学術研究の 

  目的のために保有個人情報を提供するとき，本人以外の者に提 

  供することが明らかに本人の利益になるときその他保有個人情 

  報を提供することについて特別な理由のあるとき。 

（４）前３号に掲げる場合のほか，専ら統計の作成又は学術研究の 

  目的のために保有個人情報を提供するとき，本人以外の者に提 

  供することが明らかに本人の利益になるときその他保有個人情 

  報を提供することについて特別な理由のあるとき。 

３及び４ 略 ３及び４ 略 

第８条の２から第９条まで 略 第８条の２から第９条まで 略 

 （保有個人情報の提供を受ける者に対する措置要求）  （保有個人情報の提供を受ける者に対する措置要求） 

第１０条 実施機関は，第８条第２項第５号又は第６号の規定によ 第１０条 実施機関は，第８条第２項第３号又は第４号の規定によ 
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 り保有個人情報（保有特定個人情報を除く。以下この条において 

 同じ。）を提供する場合において，必要があると認めるときは， 

 保有個人情報の提供を受ける者に対し，提供に係る個人情報につ 

 いて，その利用の目的若しくは方法の制限その他必要な制限を付 

 し，又はその漏えいの防止その他の個人情報の適切な管理のため 

 に必要な措置を講ずることを求めるものとする。 

 り保有個人情報（保有特定個人情報を除く。以下この条において 

 同じ。）を提供する場合において，必要があると認めるときは， 

 保有個人情報の提供を受ける者に対し，提供に係る個人情報につ 

 いて，その利用の目的若しくは方法の制限その他必要な制限を付 

 し，又はその漏えいの防止その他の個人情報の適切な管理のため 

 に必要な措置を講ずることを求めるものとする。 

 （委託等に伴う措置）   （委託等に伴う措置） 

第１０条の２ 実施機関は，個人情報を取り扱う事務の全部又は一 

 部を委託しようとするときは，個人情報の保護に関し必要な措置 

 を講じなければならない。 

２ 実施機関から個人情報を取り扱う事務の委託を受けた者は，個 

 人情報の漏えい，毀損及び滅失の防止その他の個人情報の適正な 

 管理のために必要な措置を講じなければならない。 

３ 前項の委託を受けた個人情報を取り扱う事務に従事している者 

 及び従事していた者は，当該事務に関して知り得た個人情報の内 

 容をみだりに他人に知らせ，又は不当な目的に使用してはならな 

 い。 

４ 前３項の規定は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２ 

 ４４条の２第３項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」と 

 いう。）に公の施設の管理を行わせる場合について準用する。 

第１０条の２ 実施機関は，個人情報を取り扱う事務の全部又は一 

 部を委託しようとするときは，個人情報の保護に関し必要な措置 

 を講じなければならない。 

２ 実施機関から個人情報を取り扱う事務の委託を受けた者は，個 

 人情報の漏えい，毀損及び滅失の防止その他の個人情報の適正な 

 管理のために必要な措置を講じなければならない。 

３ 前項の委託を受けた個人情報を取り扱う事務に従事している者 

 及び従事していた者は，当該事務に関して知り得た個人情報の内 

 容をみだりに他人に知らせ，又は不当な目的に使用してはならな 

 い。 

４ 前３項の規定は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２ 

 ４４条の２第３項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」と 

 いう。）に公の施設の管理を行わせる場合について準用する。 

   第３章 個人情報ファイル    第３章 個人情報ファイル 

第１１条及び第１２条 略 第１１条及び第１２条 略 

   第４章 開示，訂正及び利用停止    第４章 開示，訂正及び利用停止 
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第１３条から第４２条まで 略 第１３条から第４２条まで 略 

   第５章 雑則    第５章 雑則 

 （適用除外等）  （適用除外等） 

第４３条 この条例の規定は，次に掲げる個人情報については，適 

 用しない。 

（１）統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第６項に規定する 

  基幹統計調査及び同条第７項に規定する一般統計調査に係る調 

  査票情報（同条第１１項に規定する調査票情報をいう。次号に 

  おいて同じ。）に含まれる個人情報その他の同法第５２条第１ 

  項に規定する個人情報 

（２）統計法第２４条第１項の規定により総務大臣に届けられた統 

  計調査に係る調査票情報に含まれる個人情報 

第４３条 この条例の規定は，次に掲げる個人情報については，適 

 用しない。 

（１）統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第６項に規定する 

  基幹統計調査及び同条第７項に規定する一般統計調査に係る調 

  査票情報（同条第１１項に規定する調査票情報をいう。次号に 

  おいて同じ。）に含まれる個人情報その他の同法第５２条第１ 

  項に規定する個人情報 

（２）統計法第２４状第１項の規定により総務大臣に届けられた統 

  計調査に係る調査票情報に含まれる個人情報 

２ 前章の規定は，刑事事件若しくは少年の保護事件に係る裁判， 

 検察官，検察事務官若しくは司法警察職員が行う処分，刑若しく 

 は保護処分の執行，更生緊急保護又は恩赦に係る保有個人情報 

 （当該裁判，処分若しくは執行を受けた者，更生緊急保護の申出 

 をした者又は恩赦の上申があった者に係るものに限る。）及び法 

 律の規定により行政機関個人情報保護法第４章の規定の適用を受 

 けないこととされる保有個人情報については，適用しない。 

  前章の規定は，刑事事件若しくは少年の保護事件に係る裁判， 

 検察官，検察事務官若しくは司法警察職員が行う処分，刑若しく 

 は保護処分の執行，更生緊急保護又は恩赦に係る保有個人情報 

 （当該裁判，処分若しくは執行を受けた者，更生緊急保護の申出 

 をした者又は恩赦の上申があった者に係るものに限る。）及び法 

 令の規定により行政機関個人情報保護法第４章の規定の適用を受 

 けないこととされる保有個人情報については，適用しない。 

３ 略 ２ 略 

第４４条から第４９条まで 略 第４４条から第４９条まで 略 

   第６章 罰則    第６章 罰則 

第５０条 実施機関の職員若しくは職員であった者又は第１０条の 第５０条 実施機関の職員若しくは職員であった者又は第６条第２ 



 6 / 6 

 ２の規定により委託をされた事務に従事している者若しくは従事 

 していた者又は指定管理者が行う市の公の施設の管理の事務に従 

 事している者若しくは従事していた者が，正当な理由がないのに， 

 個人の秘密に属する事項が記録された第２条第７項第１号に係る 

 個人情報ファイル（その全部又は一部を複製し，又は加工したも 

 のを含む。）を提供したときは，２年以下の懲役又は１００万円 

 以下の罰金に処する。 

 項の受託業務                                               

                                                      に従 

 事している者若しくは従事していた者が，正当な理由がないのに， 

 個人の秘密に属する事項が記録された第２条第７項第１号に係る 

 個人情報ファイル（その全部又は一部を複製し，又は加工したも 

 のを含む。）を提供したときは，２年以下の懲役又は１００万円 

 以下の罰金に処する。 

第５１条から第５３条まで 略 第５１条から第５３条まで 略 

付則 略 付則 略 

 

 


